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関して言及した研究は驚くほど少ない。 存在するのは、 Bassino, Giacometti and Odaka ［2000］ 、
Giacometti ［2001］ などのようにフランス植民地期を中心にした数量経済史研究の中で統計




                                                  
＊  東海大学政治経済学部専任講師。e-mail : ruita@keyaki.cc.u-tokai.ac.jp.  なお本研究はHi-stat COEマクロ・
歴史統計班の研究の一部を構成するものである。 
1  ベトナムの正式な国名はベトナム社会主義共和国 （Nước Cộng Hòa Xã Hội Chủ Nghĩa Việt Nam） であり、
2005 年の対前年比経済成長率で 8.44%と近年の経済成長には著しいものがある（Viet Nam, General 
Statistical Office［2007, p.67］）。 














Thống Kê）が 、2006 年を 「ベトナム統計制度成立 60 周年」 とし、 その記念として Tổng Cục 




とは極めて困難であるため、現時点では統計総局の内部用として編纂された Tổng Cục 











集中しており、 典型的な集中型の統計機構である。 だが、 「なぜ集中型統計機構が採用され、
今日まで維持されてきたのか？」という問題については未だ明確な回答が与えられている
                                                                                                                                                  
3  例えば拙稿高橋塁［2007］やその脚注文献を参照されたい。 




5  例えば植民地期の資料の中にはベトナムの国立公文書館（National Archives of Vietnam）や、フランスの








稿の第 1 の課題である。 













ス植民地期については、Bassino, Giacometti and Odaka［2000］ 、Giacometti［2001］など収
集資料の量と質・分析において優れた研究があることから最低限の言及にとどめ、北ベト
ナムが独立宣言を行い、 現在の統計機構の出発点となった 1946 年から現在までを主たる対
象期間として分析を行うこととする。 
  以下、 第 2 章では主として中央統計機構に関する分析が行われ、 「なぜ集中型統計機構が
採用され、今日まで維持されてきたのか？」という第 1 の問題、そして「フランス植民地







Ⅱ  集中型統計機構の採用と中央統計組織 
 
1  集中型統計機構の成立と展開 
 









本格的な統計機構の誕生は 1922 年までに遡る。この年インドシナ経済局（Direction des 




 だ が 1945 年の仏印武力処理、 ベトナム民主共和国 （Nước Việt Nam Dân Chủ Cộng Hòa :  北




すなわち仏領インドシナ時代の総統計部と一線を画するため、1946 年 5 月にホー・チ・ミ
ン（Hồ Chí Minh）国家主席により公布された 61 号指令（số 61/SL）により国民経済省（Bộ 
Quốc Dân Kinh Tế）内にベトナム統計部（Nha Thống Kê Việt Nam :  以下統計部）が設立さ
れたのである
9。 これが現在の統計総局の濫觴であった。 そして同月の国民経済省大臣議定
102 号（số 102/BQDKT）により、統計部の任務と内部組織について決められたのである。  
  内部組織については、第 1 図のように人事・集計・物資調達・文書管理・報告出版を担
当する第 1 室、人口・文化・政治に関する統計を担当した第 2 室、そして財政統計に関す




その後、1948 年 8 月に国民経済省大臣より 115 号指示（số 115/TK-LC）が出されるにお
よび統計部の任務の拡大と組織の拡充が行われ、統計部の職員も 10 人と増加した。この
115 号指示により農業統計や鉱工業統計など幅広い統計業務が規定されたのである。具体 
                                                  
7  無論、それ以前にも仏領インドシナの統計を担当する組織は存在したが（高橋塁［2007, 69 頁］の表 2
を参照）、Giacometti［2001］でも詳しく述べられているようにこの総統計部の設立によって仏印統計年
鑑 （Annuaire Statistique de l’Indochine） をはじめとする重要な統計書が出版されるようになったのである。
その意味でも本格的な統計機関と認識することができよう。ただし農業統計については Giacometti［2000, 
p.44］にもあるように農業事業調査局（Inspection Générale de l’Agriculture）によって総統計部に提供され
るようになった。なお仏領インドシナ時代の統計機構については Giacometti［2000］や Giacometti［2001］
ならびにその参考文献を参照のこと。 
8  日本軍の仏印武力処理によって 1945 年に仏領インドシナ政府は解体されているので、正確にはホー・
チ・ミンによる独立宣言より 5 ヵ月ほど早く植民地期の諸制度は崩壊したといえる。 
9 T ổng Cục Thống Kê［2006a, pp.48-49］ 。 
10Tổng Cục Thống Kê［2006a, pp.48-49］ 。 
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 国民経済省 
（Bộ Quốc dân kinh tế）
統計部 
（Nha Thống kê）
第 1 室（Phòng nhất :  人事・集計・物資調達・文書管理・ 
報告出版担当） 
第 2 室（Phòng nhì :  人口・文化・政治に関する統計担当） 
第 3 室（Phòng ba :  財政統計担当） 
農業省（Bộ Canh nông :  農林水産業に関する業務統計） 
内務省（Bộ Nội vụ :  年齢や性別など国民に関する業務統計） 
通商省 （Nha Thương vụ và Ngoại thương :  商業・物価に関する業務統計）  
鉱工業省（Nha Khoáng chất và kỹ nghệ :  工業に関する業務統計）  
連区統計室（Phòng Thống kê liên khu） 
省経済局統計部 
（Bộ Thống kê trong ty kinh tế tỉnh） 
公安局（Ty Công an） 
税関（Nha Thuế quan :  商業・物価に関する業務統計） 
第 1 図  第 1 次インドシナ戦争期の統計機構（ベトナム民主共和国） 
出所）Tổng Cục Thống Kê［2006a, pp.48-51］を参考に筆者作成。 
注 1 ）図中の実線は中央統計機構、点線は地方統計機構を表す。 
2）統計部は 1949 年 4 月に国家主席府直属の機関となり、同年 8 月に首相府官房統計室となる。 
的には統計部の指導管理のもと農業省（Bộ Canh nông）には農林水産業関係の統計、内務
省（Bộ Nội vụ）には年齢や性別など国民に関する統計、通商省や税関には（Nha Thương vụ 
và Ngoại thương, nha Thuế quan）には商業・物価統計、そして鉱工業省（Nha Khoáng chất và 
kỹ nghệ）には工業統計について報告してもらい、その他国民に関する統計業務（疎開人数
5 
 1949 年 4 月になると統計部はホー・チ・ミン国家主席によって出された指令 33 号
（số33/SL）により、国家主席府直属の機関となったのであった。そして 1950 年 7 月に 124












14。 政府に対する統計情報の定期報告の頻度も月次報告、 半年報告、 9 ヵ月報告、 1 年報告、









統計部の設立当初は 3 人の職員が任に当たった。その 3 人とはルオン・ズィエン・ラッ
ク氏、フン・ディン・ティン（Phùng Đinh Tín）氏、グエン・ヴァン・タン（Nguyễn Văn Tân）
氏であるが、特筆すべきは彼らのいずれも旧インドシナ総督府の統計部（Service de la 
                                                  
11 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.49］ 。 
12  再編後は 3 人の職員と室長ルオン・ ズィエン・ ラック （Lương Duyên Lạc） 氏により業務が行われた （Tổng 
Cục Thống Kê［2006a, p.49］ ） 。 
13 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.47］ 。ビスマルク時代のプロイセンのように社会主義運動の弾圧の一方で
社会保険制度等を整えるアメの政策を行う事例があったため、 社会主義路線に舵取りを行う上で保険制度
に当時の北ベトナム政府が関心をよせたことは理解できる。また戦時下における農村の位置づけと役割、
国の農村管理の問題点、 土地管理状況、 国民の協力状況を確認するため、 1951－52 年にはゲアン （Nghệ An）
省で農村調査が行われ、工業家計、農業家計の生活状況などが調査された（Tổng Cục Thống Kê［2006a, 
p.54］ ） 。 




















1-2  南北分断期の統計機構 :  1955～1975 年 
 
a.  ベトナム民主共和国（北ベトナム） 
 





  この時期の統計業務にとって最も大きな出来事は 1956 年 2 月に首相決定 695 号（số 






                                                  
15 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.49］ 。ここでの統計部は前述の総統計部が後年経済局附属となり、呼称が
変わったものである。 
16［Gouvernement General de l’Indochine］ ［c1941, p. 28］には 1939－1940 年における仏領インドシナ時代の






（Ủy ban Kế họach Nhà nước） 
中央統計局 
（Cục Thống kê Trung ương）
総合統計室 
（Phòng Thống kê Tổng hợp）  各省庁統計室 
（Phòng Thống kê ở các Bộ） 
省・中央直轄市統計支局 
（Chi cục Thống kê tỉnh, thành phố） 
行政村統計班 
（Ban Thống kê xã） 
労働・医療・教育・文化統計室 
（Phòng Thống kê Văn hóa, giáo dục, y tế, lao động） 
第 2 図  北ベトナムの統計機構（1957 年） 
出所）Tổng Cục Thống Kê［2006a, pp.66-67］を参考に筆者作成。 
注 1 ）図中の実線は中央統計機構、点線は地方統計機構を表す。 
2）中央統計局は 1961 年に国家計画委員会から独立し、統計総局となる。 
3）各省庁統計室は統計総局成立後の名称であり、それ以前については単に統計
組織（tổ chức thong kê）という呼称のみが原文で用いられている（Tổng Cục 
Thống Kê［2006a, p.66］ ） 。この統計室は統計報告の規定改善などの業務にお




確認できない（Tổng Cục Thống Kê［2006a, pp.112-114］ ） 。 
5）省・中央直轄市統計支局は 1984 年に省・中央直轄市統計局となる。 
運輸・工業統計室 
（Phòng Thống kê Công nghiệp vận tải） 
農業統計室 
（Phòng Thống kê Nông nghiệp） 
財政・商業統計室 
（Phòng Thống kê Thương nghiệp, tài chính） 
連区統計支局（ヴィエトバック区,  タイメオ区,  
ホンクアン区  : Chi cục Thống kê Việt Bắc, Chi cục 
Thống kê thái Mèo, Chi cục Thống kê Hồng Quảng） 
県・市社統計室 

























いたのである。1974 年にはさらに組織が拡大され（注 19 参照） 、ここに名実ともに国の統
計業務の中枢機関としての地位を得、 集中型統計機構の完成を見ることとなったのである。
実際、 この時期出された統計書としては、 Nước Việt Nam Dân Chủ Cộng Hòa, Tổng Cục Thống 
Kê［1970］ 、Nước Việt Nam Dân Chủ Cộng Hòa, Tổng Cục Thống Kê［1973］など、比較的堅
実なものが多く、 また 1960 年には南ベトナムでは遂に実現できなかった人口センサスを成
                                                  
17 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.66］ 。1957 年になると首相議定 142 号（số 142/TTg）により、以前は運輸・
工業統計室の担当であった建設統計業務を新たに作られた建設統計室が担当することとなった。 
18  職員同士も統計に関する専門的知識の情報を交換していたとされる。 人材不足の中、 模索しながら能力
向上に奮闘していた中央統計局職員の姿がうかがえる。Tổng Cục Thống Kê［2006a, p.67］参照。 





計局の任務も 1.  統計業務の一元管理を行う政府直属機関としての責任を有す、2.  任務は党決議や政策に
従って達成される、3.  情報収集と分析を行い、国家に正確な統計を報告する、4.  総統計局は国民経済に
関連する全ての部局に対し、計算方法などの統計技術を指導する、5.  国民の経済情報、地方統計組織を








b.  南ベトナム共和国臨時革命政府 
 
ベトナム南部においては周知のようにベトナム戦争下の 1969 年に実質上南ベトナム解
放民族戦線（Mặt trận Dân tộc Giải phóng miền Nam）を母体とする南ベトナム共和国臨時革










うした人々を母体にして臨時革命政府が誕生する 1969 年に中央統計機構として、 5 名の委
員と 1 名の連絡員をもつ経済財政委員会附属統計班が作られた。 この組織は 1971 年に経済
財政委員会R附属の組織となり統計小委員会Rと呼称され






                                                  
20  アメリカも北ベトナムの人口センサスには興味を抱いたようで、センサスの結果を英訳している。U.S. 
Joint Research Publications Service［1961］を参照のこと。 
21  後に組織の編成を強固なものにするためそうした統計組織には軍隊のような識別記号が与えられたと
される（Tổng Cục Thống Kê［2006a, p.318］ ） 。 
22  統計班長だったグエン・ヴァン・リン（Nguyễn Văn Lĩnh）氏にかわり、1971 年に統計小委員会 R に統
計班が改組されるにあたり、グエン・ゴック・ソン（Nguyễn Ngọc Sơn）氏が委員長として就任した。そ
の後 1974 年にはソン氏にかわってドアン・アン（Đoàn An）氏が委員長となる。また統計業務には北部の
統計総局職員のほか、 30人以上におよぶバクニン中等学校統計学専門の新卒者もあたったとされている。
（Tổng Cục Thống Kê［2006a , pp.319-320］ ） 。また原資料に説明がなく、詳細は不明であるが組織名の後に
つくアルファベットはおそらく戦時下における暗号名で解放区の担当地区を表すものであると想定され
る。例えば Tổng Cục Thống Kê［2006a , p.319］には第 8 解放区（Khu VIII）の統計業務を担当する経済財
政委員会 T2 という機関が存在する。したがって中央機関には R というアルファベットが割り当てられた
と思われるが、詳細については今後の研究で明らかにしていきたい 
23 T ổng Cục Thống Kê［2006a , pp.319-320］ 。 
10 




の調査集計を行っていた。例えば 1971 年にはタイニン（Tây Ninh）省で 5 ヵ月間の調査票
を用いた農業生産調査が行われている（最初は 2 県のみ調査した後、省全体を調査）
24。
また 1971 年末には現在のティエンザン（Tiền Giang）省となるミトー（Mỹ Tho）省で 6 ヵ
月以上の調査を行った
25。こうした調査には 2 つの目的があり 1 つは、臨時革命政府決議
の伝達（解放区人口の把握、解放区の拡大奨励、生産の奨励、南ベトナム解放民族戦線支
援の呼びかけなど） 、も う 1 つは農林水産業等の統計情報の収集である。 こうした調査業務
は解放区人民の協力によりほぼ目的通りの成果をおさめたとされ、 引き続き 1972 年はビン
ディン（Bình Định）省ボンソン（thị trấn Bồng Sơn）の家計調査
26、そして各解放区の計画













1949 年 12 月未だ南部がフランスの支配下にある頃、バオダイ・ベトナム政府とインド
シナ総督府が共同で出した 12 号議定により
28、1950 年 1 月に統計院（Viện Thống kê）と経
済調査局（Khảo cứu Kinh tế）が設立された。この機関は、以前仏領インドシナの頃に総統
計部が担当した業務を引き継ぐことになる
29。ゴー・ディン・ジエム（Ngô Ðình Diệm）を
                                                  
24 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.324］ 。 
25 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.324］ 。 
26 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.325］ 。この調査により 47 家計が商工業、銀行業などに従事することがわ
かるなどの成果が得られた。 
27 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.325］ 。 前述のように各解放区の経済財政委員会などに統計業務を担当する
計画統計班があったことに留意されたい。 
28 1949 年から 1955 年まではグエン朝最後の皇帝であるバオダイ（Bảo  Đại）を国家元首とするベトナム
国（Quốc gia Việt Nam :  通称バオダイ・ベトナム）が南部に存在したが、実質上フランスの支配下にあっ
た。 
29 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.329］ 。 その意味ではこの機関も仏領インドシナの統計機構と連続性を持つ
11 
 大統領とするベトナム共和国が成立した後は、1956 年 8 月に出された 108 号指令（số 
108-KT）により、統計院と経済調査局が合併、国家統計院（Viện Quốc gia Thống kê）が誕
生した
















査員が各家計にインタビューするという形式で行われた。 1965 年前には毎年、 65 年以降は
2年に1回行われていた。 特にRepublique du Viet Nam, Secretariat d’etat a l’Economie nationale, 
Institut National de la Statistique ［1960］ 、 Republique du Viet Nam, Secretariat d’etat a l’Economie 
nationale, Institut National de la Statistique［c1960］などのパイロットサーベイ結果が出版さ
れていることからもわかるように、1960 年には人口センサスも企画されていた
35。しかし
遂に人口センサスは実施されることはなかったのである。 前述のように 1960 年には北ベト
ナムで人口センサスが実施されていることを踏まえると、なぜ南ベトナムで実施できなく
                                                                                                                                                  
といえる。 
30 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.329］ 。 
31 T ổng Cục Thống Kê［2006a, pp. 331-332］ 。1972 年 12 月 75 号議定（số 075 / KHP-TQG-NĐ）により国家
統計院は経済省から独立し、組織財政室、統計方法・計画部、統計業務部が設けられ、統計方法・計画部
ならびに統計業務部にはそれぞれ 2 つの局が属していた。前者には統計計画局（経済統計室、物価財政統
計室、社会人口統計室、社会居住統計室 : 括弧内は所属室、以下同様） 、統計方法局（調査研究室、電算
室、資料管理室） 、後者には中央統計・訓練局（統計教育訓練室、中央統計業務室） 、地方統計局（カント
ー（Cần Thơ）統計室、ダラット（Đà Lạt）統計室、ダナン（Đà Nẵng）統計室、各省代表統計職員）であ
る。 
32 T ổng Cục Thống Kê ［2006a, pp.339-340］ 。 価格調査の方法としては、 調査地の比較的大きい 3 つの市場
いちば
に
各市場に週に 2 回連続して調査員が赴き、実際の販売価格を調査し 1 ヵ月の平均価格を求める。賃金調査
は、年 2 回必ず郵送により各企業から労働者の賃金情報を得ていた。これらの統計は必ず統計年鑑に掲載
されることとなっていた。 また統計年鑑は 1955 年から 72 年まで発行された。 月次報告は 1957 年から 1975
年 3 号まで、経済発展に関する出版物は 1956 年から 71 年まで出版された。南ベトナムの経済事情に関す
る出版物は 1969 年から 1973 年、南ベトナム貿易統計は 1955 年から 1969 年まで出版された。 
33  例えば各年の Agricultural statistics yearbook がその代表的なものである。分散型の統計システムが採用
された背景にはアメリカの影響もあったと思われるが、詳細は第 2 節に譲る。 
34 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.340］ 。 








例えば人的資源についていえば、1956 年の統計院と経済調査局にはおよそ 20 人程度の
職員のみであったが、1972 年の段階で国家統計院は 100 人程度の職員がいたとされる（そ
のうち 20%女性） 。また大学（高等教育）レベルの学歴を持つ高級統計員と中等教育レベ










検討することとする。   
 
 
1-3  現代ベトナムにおける統計機構 :  1976 年以降 
 
  ベトナム戦争が終了し、1976 年に南北統一されることとなり、北ベトナムの統計機構が
これまで南ベトナムに属していた各省に持ち込まれることとなった。すなわち 1974 年 4





を急いでいる時期で、中央統計機構も管理能力の強化が図られていた。ゆえに 1979 年 6
月の政府決定 207 号（số207/CP）では新たな組織編成が示され、1974 年には 17 部署のみ
であったのが、26 の部署と直属機関を抱える巨大機関となったのである。統計業務に携わ
る職員の数も第 1 表にあるように 1976－1978 年の段階で 4197 人を数え、そのうち総統計
                                                  
36 1965 年以降の年 2 回の人口調査はすべての省を対象に調査したわけではなく、治安が不安定な地域は
調査することができなかったとされている（Tổng Cục Thống Kê［2006a, p. 340］ ） 。こうした南ベトナムに
おける調査実施の諸問題については、拙稿高橋塁［2007］も参照のこと。 
37 T ổng Cục Thống Kê［2006a, pp. 338-339］ 。 
38 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p. 340］ 。 
39  この議定は1980 年まで効力が維持されることも同時に決められた （Tổng Cục Thống Kê ［2006a, p. 111］ ） 。  
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 （単位 : 人）
省・中央直轄市 県・市社
1957年 100 215 400 715
1976－78 1199 953 2045 4197
1979－81 1127 1241 2863 5231
1982－84 1137 1461 3190 5788
1985－86 1223 1750 3420 6393
地方統計機構
中央統計機構 合計
第 1 表  職員数にみる統計機構の発展 
出所）Tổng Cục Thống Kê［2006a, pp. 66-67 ; 118-119］ 。 
注 1 ）1957 年のデータは北ベトナム時代に中央統計局が設立された頃のデータである。
そのため南ベトナム地域のデータは含んでいないが参考までにここではあげてお
く。 
2） 表中イタリック体の数値は筆者による推計値である。 Tổng Cục Thống Kê ［2006a, pp. 
66-67］より当時各省統計支局には約 6～7 人の職員が配置されたことがわかるの
で、その中間値 6.5 人を当時の省統計支局の数 33 に掛け合わせて計算した。 
3）原文では 1957 年の中央統計機構の職員数を 100 人以上、県・市社の職員数を 400
人以上としている。ここではその下限をとり前者を 100 人、後者を 400 人として
いる。 
局は 1199 人、1979－1981 年で総職員数 5231 人、うち総統計局は 1127 人、1982－1984 年
で、総職員数 5788 人、うち統計総局 1137 人、そして 1985－1986 年では、総職員数 6393
人、うち総統計局 1223 人となっている。総統計局の職員数が 1000 人以上を常に保ってい
たことから、この時期中央統計機構の力が強まっていたことがうかがえる
40。 
ところが 1988 年 5 月大臣会議 81 号決定（số 81/HĐBT）により、地方統計機構の組織と
任務について改定が行われ、それに伴い中央統計機構も大幅に簡略化されることとなった
41。すなわちこの決定により総統計局の管理下にあった省統計局や県統計室は、以後中央
直轄市あるいは省の人民委員会（Ủy ban Nhân dân）の下で任務にあたることとなったので
ある。総統計局は引き続き政府直属機関であり続けたが、地方統計機構への管理・指導権
限を失った。これに伴い 26 部署あった総統計局の内部組織も 10 部署 3 室へと半減したの
である。10 部署とは 1）農林水産統計部、2）工業統計部、3）運搬・建設統計部、4）物価
                                                  
40  原文では 1985－1986 年の総職員数は 6213 人となっているが、 ここでは第 1 表の合計値にしたがってい
る。また 1985－1986 年は、学歴別にみると博士課程水準 23 人、大学水準 1784 人、高校（中等教育）
水準 3116 人、初等教育水準が 1290 人であったとされるから、比較的質の高い職員が統計業務に従事して
いたといえよう（Tổng Cục Thống Kê［2006a, p. 119］ ） 。 
41 T ổng Cục Thống Kê［2006a, pp.158-159  ］ 。 
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 商業統計部、5）文化・労働・人口統計部、6）銀行・財政統計部、7）総合統計部、8）人
事部（職員養成部） 、9）事務室、10）統計研究所、3 室は 1）統計制度方法室、2）国際関
係・海外統計室、3）総統計局直属の書記室である。職員も 1000 人超の態勢から、わずか











  しかし、こうした混乱への反省から 1994 年 3 月に出された政府議定 23 号（số 23/CP）
により総統計局の組織・任務は再規定され、以前のように統計総局が地方統計機構を管轄




検察班、 12） 事務室、 13） 直属の各省県市統計局、 その他直属組織である 14） 統計研究所、
15）統計作成センター、16）第 1 中央職員統計学校（職員用） 、17）第 2 中等統計学校であ
る。 このように総統計局は設備等を元に戻し、 当時 53 省あった地方に統計業務担当の職員
も戻ってきたため、地方も含めた統計業務に携わる職員数は 3641 人へと回復した。 
人的資源の育成にも引き続き力が入れられ、1995 年には統計専門訓練を修了した者は
360 人にのぼった
45。また 1991－1995 年の間に 8 人が国内留学を行い、うち 6 人が準博士
号（Phó tiến sĩ）を修得
46、さらに 14 人が国内と海外の大学院へ進学し、うち 3 人は修士号
を修得したとされる。 世界各国への視察や学会派遣も積極的に行われ、 1991 年には 57 人、
                                                  
42 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.161］ 。 ただし 1986 年から 1990 年にかけても職員の専門性を育成する試み
は行われた。4 年間で訓練された専門員は、長期集中育成課程で 988 人、夜学で 2246 人、短期育成課程
で 340 人いたとされる。特に 1986－1990 年まで 226 人が海外で統計手法を学ぶため留学した。 
43 T ổng Cục Thống Kê［2006a, pp.164-165］を参照。1989 年 10 月首相（大臣主席）指示 295 号（số 295/CT）
により市場経済管理の要求が強まったために、MPS（Material Product System）から SNA の体系で国民経
済計算が行えるようにした。他にも国連中央生産分類（CPC）の導入、国際標準産業分類（ISIC）の導入
標本調査の導入などが行われた。また 1992/93 年に行われた VLSS（Vietnam Living Standards Survey）は計
画投資省（Ministry of Planning and Investment）が調査を担当しており、統計組織の混乱が背景にうかがえ
る。 
44 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.170］ 。このときの統計総局長はレー・ヴァン・トアン（Lê Văn Toàn）氏、
副局長はレー・マン・フン（Lê Mạnh Hùng）氏（1995 年 2 月～） 、グエン・ヴァン・ティエン（Nguyễn Văn 
Tiến）氏（1997 年 6 月～）である。レー・マン・フン氏は 2002 年より現在まで統計総局長を務めている
（Tổng Cục Thống Kê［2006b, pp.23-25］ ） 。 
45 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.172］ 。 
46  ベトナム独自の学位である。Tổng Cục Thống Kê［2006a, p.172］参照。 
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 1992 年 48 人、1993 年 38 人、そして 1994 年に 30 人、1995 年に 46 人を数えた
47。 
1996 年 1 月には政府通達 32 号（ 32/TCCP-BCTL） により入局のための統計職員適性試験
制度が実施されることとなり
48、質の高い職員の確保が目指された。この時期は専門訓練
に従事する者も増加の一途をたどり、地方も含め 1996－2000 年で 4300 人（うち大学で学
ぶ者は 438 人） 、専門別では、中級政治論 198 人、国家管理論 604 人、情報外国語 3500 人
である。その他職員の外国留学は 1996 年 84 人、1997 年 107 人、1998 年 130 人、99 年は
88 人、 そして 2000 年は 86 人と増減を繰り返すものの、 近年は 2001 年 117 人、 2002 年 100
人、2003 年 129 人と常に 100 人を上回っていることが興味深い
49。 
2003 年 9 月政府議定 101 号（ số 101/2003/NĐ-CP） により総統計局の組織の改組が行われ
たが








2  集中型統計機構はなぜ採用されたか 




                                                  
47 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.172］ 。 
48 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.172］ 。2007 年 9 月に行った統計総局資料管理課長グエン・ティ・ホップ
（Nguyễn Thi Hợp）氏への聞き取りによると、これは日本の国家公務員試験と同様の扱いのものである。
Tổng Cục Thống Kê ［2004b］は試験用の参考書であるが、内容は公務員倫理規程からコンピュータプロ
グラムまで幅広いものとなっている。また入局後に大学の専攻などに応じて各専門分野が決められ、新局
員は統計総局職員による 1 年程度の研修をうける。 その後、 専門分野に応じた統計総局主催の試験がある。
この試験は、専門分野に関する細目について確認するものであり、例えばホップ氏の担当部署に関する専
門試験であるならば、 書類の押印、 証印の管理、 書類を紛失した場合の報告等の事項について確認される。 
49  専門訓練ならびに外国留学については Tổng Cục Thống Kê［2006a, pp.171-172 , 174］ 。 





織構成については Tổng Cục Thống Kê［2004a］を参照のこと。 









であったのは興味深い。 その後 1956 年の中央統計局設立を契機に北ベトナムは集中型統計


























のうち中央統計局以外の担当省庁が行うものとすれば、s1 s2 のときに集中型、s1 s2 のと
きに分散型が対応すると考える。さらに中央統計局が内部組織をもって統計業務を行う場
合に要する費用をTC1（s） 、中央統計局以外の省庁に統計業務が委ねられるときの費用を
TC2 （s） とする。 この費用は経済学でいう取引費用 （transaction cost） とほぼ同様のもので、
TC1（s）は中央統計局が担当する統計業務の規模sが大きくなるにつれて、業
                                                  
52  http://www.stat.go.jp/index/seido（2008 年 3月参照） 。 

















第 3 図  中央統計局の規模決定と集中型統計機構 
出所）新庄浩二［1995, 34-35 頁］を参考に筆者作成。 


















                                                  
54  反面、中央省庁が統計業務を行う比重が増加すれば、中央統計局は総合調整の負担が増加し、そのため
の費用である調整費用が増加する。 TC2  とはこの調整費用に該当する。 なおここでの取引費用論の枠組み
は新庄浩二［1995, 34 頁］に従う。取引費用と組織の問題については Milgrom, and Roberts［1992］の邦訳
版 27-32 頁を参照のこと。 
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Ⅲ  地方統計機構の成立と展開 
 
1  地方統計機構の発展 : 概観 
 
  1946 年に国民経済省内に統計部が設立された頃から地方統計機構は存在していたが、 現
在のような地方の統計局はまだできておらず、各省の公安局（警察に相当）による調査結






  1956 年に国家計画委員会附属中央統計局が設立されると、 北ベトナムの地方統計機構と
                                                  
55  南ベトナムにおける統計調査の問題点としては、例えば農業センサスの実施についてふれた高橋塁
［2007］などを参照のこと。 
56 T ổng Cục Thống Kê［2006a, pp.50-51］ 。 




58。翌 1957 年には首相議定 142 号（số 142/TTg）により、連区と省レ
ベル行政区の統計委員会は統計支局 （Chi cục Thống kê） と呼称が変更され、 省統計支局 33、
連区統計支局 3、そして県レベルの統計室、行政村の統計班という態勢になった
59。各省




  現在のベトナムの地方統計機構の基礎が確立したのは 1961 年に統計総局が設立されて
からといってよいであろう。統計総局設立の後、地方統計機構は強固なものになり、県レ
ベルや行政村レベルの統計組織の発展にも力が入れられ、 65 年末には省あるいは中央直轄
市の統計支局は北ベトナム全体で 26、県の統計室は 100 前後に達したとされる
61。 
その後、南北 1974 年の政府議定 72 号が出された段階では、北ベトナムの省統計支局の
数は省の変遷等もあり 18 であったが、ベトナム戦争終結後は南部に 20 の統計支局が設立
され 38 の支局となった
62。県の統計室の数は 409 にまで達し、1977 年末まで省統計支局
には 953 人、県の統計室には 2045 人もの職員がいたとされる
63。この背景には北ベトナム
                                                  
58  連区統計委員会が設置されたのは戦略上の要だったヴィエトバック（Việt Bắc  ）区のほかにタイメオ
（Thái Mèo）区、ホンクアン（Hồng Quảng）区である（Tổng Cục Thống Kê［2006a, p.66］ ） 。 
59 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.66］ 。連区の 3 統計支局とはヴィエトバック区、タイメオ区、ホンクアン
区のものである。 





61 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.68］ 。 
62 T ổng Cục Thống Kê［2006a, pp.113-114］ 。北ベトナムの 18 統計支局とは次の通りである。1）ハノイ
（HàNội）中央直轄市統計支局、2）ハイフォン（Hải Phòng）中央直轄市統計支局、3）ハートゥエン（Hà 
Tuyên）省統計支局、4）カオラン（Cao Lạng）省統計支局、5）ライチャウ（Lai Châu）省統計支局、6）
ホアンリエンソン（Hoàng Liên Sơn）省統計支局、7）バックタイ（Bắc Thái）省統計支局、8）ソンラー
（Sơn La）省統計支局、9）ヴィンフー（Vĩnh Phú）省統計支局、10）ハーバック（Hà Bắc）省統計支局、
11）クアンニン（Quảng Ninh）省統計支局、12）ハーソンビン（Hà Sơn Bình）省統計支局、13）ハイフン
（Hải Hưng）省統計支局、14）タイビン（Thái Bình）省統計支局、15）ハーナムニン（Hà Nam Ninh）省
統計支局、16）タインホア（Thanh Hóa）省統計支局、17）ゲティン（Nghệ Tĩnh）省統計支局、18）ビン
チティエン （Bình Trị Thiên） 省統計支局。 また南部に新たに設立された 20 の統計支局は次の通りである。
19）クアンナム‐ダナン（Quảng Nam-Đà Nẵng）省統計支局、20）ギアビン（Nghĩa Bình）省統計支局、
21）フーカイン（Phú Khánh）省統計支局、22）トゥアンハイ（Thuận Hải）省統計支局、23）ザーライ‐
コントゥム （Gia Lai-Kon Tum） 省統計支局、 24） ダクラク （Đắc Lắc） 省統計支局、 25） ラムドン （Lâm Đồng）
省統計支局、26）ホーチミン（Hồ Chí Minh）中央直轄市統計支局、27）ソンベー（Sông Bé）省統計支局、
28）タイニン（Tây Ninh）省統計支局、29）ドンナイ（Đồng Nai）省統計支局、30）ロンアン（Long An）
省統計支局、31）ドンタップ（Đồng Tháp）省統計支局、32）アンザン（An Giang）省統計支局、33）テ
ィエンザン（Tiền Giang）省統計支局、34）ベンチェー（Bến Tre）省統計支局、35）クーロン（Cửu Long）
省統計支局、36）ハウザン（Hậu Giang）省統計支局、37）キエンザン（Kiên Giang）省統計支局、38）ミ
ンハイ（Minh Hải）省統計支局。 
63 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.115］ 。この時期は北部の各省において総括的な統計書が出版されたことも
興味深い。例えば Nước Việt Nam Dân Chủ Cộng Hòa, Chi Cục Thống Kê［Hà Tây］ ［1975］や Nước Việt Nam 
Dân Chủ Cộng Hòa, Chi Cục Thống Kê［Hà Sơn Bình］ ［1977］などがあげられる。 
20 
 において専門的訓練をうけた多くの統計業務に携わる職員の存在があり、 1977 年 4 月には
そのうち 417 人が戦争終了後の南部に移動し、南部における統計支局設立の立役者となっ
たのである
64。1979－1986 年の段階には省統計支局の数は 40 となり、さらに 1984 年の統
計総局決定 80 号（ số 80/QĐ-TCTK） により、 省統計支局という名称は省統計局 （Cục Thống 
kê）へ変更となった
65。 
 第 1 表でふれたようにその後も地方統計機構は発展し続ける。 すなわち 1979－1981 年の
段階以降、 省レベルの統計業務に携わる職員は常に 1000 人を超え、 県レベルの職員も 3000
















                                                  




命政府に依るところも大きかったと思われる。例えば経済財政委員会 R 附属統計小委員会 R の視察団が
1975 年 4 月に第 6 解放区（Khu VI）と呼ばれたラムドン省、トゥエンドゥック（Tuyên Đức）省、ダラッ
ト中央直轄市、ニントゥアン（Ninh Thuận）省、ビントゥアン（Bình Thuan）省、ビントゥイ（Bình Tuy）
省の南部 6 省市において、省や県統計組織の職員養成を助けたとされる（Tổng Cục Thống Kê［2006a, 





に支局を置いていた（注 31 も参照） 。各省の統計業務（例えば農業省ならば農業生産調査などの業務、労
働省ならば人的統計に関する業務など）以外の範囲は国家統計院が行い、上述の 3 支局が調査したデータ
が地方統計部に集められた（地方統計部が直接調査する場合もあり） 。 
65 T ổng Cục Thống Kê［2006a, p.116］ 。 










2  南部における地方統計機構の展開 
 




67。1975 年 12 月末に
ヴィンロン省（当時はクーロン省）計画経済委員会（Ban Kinh tế Kế hoạch）が設立され、
この委員会の副委員長を務めていたファン・ヴァン・ホン（Phạm Văn Khôn）氏が統計業




 翌 1976 年 8 月の人民委員会決定 109 号（109/QĐ-UB）により、計画経済委員会の統計部
（bộ phận Thống kê）が分かれファン・ヴァン・ホン氏を局長とするヴィンロン統計局とし
て成立することとなる。成立当初は局長を含め職員は 22 人であり、4 つの部署（工業統計
室、農業統計室、商業統計室、財務・組織室）が存在していた
69。県統計室は 1976 年 12




さらに省統計局が設立された直後の 1976 年 4 月 1 日、 国会選挙のために人口調査報告が




                                                  
67  クーロン省は、1992 年に分裂し現在のチャーヴィン（Trà Vinh）省とヴィンロン省になった（Tổng Cục 
Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, p.55］ ） 。 
68 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, p.17］ 。 
69  ヴィンロン統計局設立時に関する記述は Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, p.18］に依
拠する。 なお原文には計画経済委員会の統計部とあるが南ベトナム共和国臨時革命政府の統計機構を考慮
すると、統計部は計画統計班（tổ thống kê kế hoạch）に対応するものと思われる。 
70 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, pp.19-20］ 。 
71 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long ［2006, p.27］ 。 なお1979年の人口センサスについてはBan Chỉ 
23 
 年にはすでに省・県レベルで 95 人の職員（省レベルは 32 人、県レベルは 63 人）がおり、
1985 年には 134 人（省レベルは 51 人、県レベルは 83 人）に増加、しかも職員は初級レベ
ルの統計知識を習得している状況であった
72 
  しかし 1978－1982 年に、省統計局で業務に当たる北部の職員 16 人が戻らなくてはなら
ず毎年 950～1100 の各種統計報告書を統計総局に送る統計業務において負担が増え、不安
定なものとなる
73。 また前述のようにドイモイ改革以後の 1988 年より地方統計機構の管理
は統計総局ではなく、ただでさえ政治的業務が多い地方の人民委員会になったためヴィン
ロン省の統計機関は大きな混乱を迎えた。この時期は省・県レベル 105 人（省レベルは 38





















も質のよい人的資源の確保に力が入れられていたことがうかがえる。 すなわち 2005 年末に
ヴィンロン省で統計業務に当たる者は 62 人おり、 うち 56 人は正職員、 6 人は契約社員で、
後者は県統計室で業務に従事した。また 62 人のうち 26 人は省統計局、36 人が県統計室で
                                                                                                                                                  
Đạo Tổng Điều Tra Dân Số Trung Ương［1983］も参照のこと。 
72 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, pp.32-33］ 。なお設立当初の 22 人のうち 2 人は大学
レベル、9 人は高校（中等教育）以上であった。また 1977 年～1980 年に省統計局は職員のために統計基
礎クラスを 5 つ設けた。うち 1 つは 2 ヵ月で初級統計を修了する速成コースである。1985 年末には統計
中級クラスが設立され、省統計局や県統計室の職員のうち 90%は中級クラスを出たとされる（Tổng Cục 
Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, p.34］ ） 。 
73 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, p.36］ 。 
74 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, p.49］ 。 
75 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, p.49］ 。 
76 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, p.50］ 。 
77 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, pp.56-58］ 。 
78 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, p.68］ 。 
24 
 業務を行った。正職員のうち 47 人は男性、9 人が女性で、大学において統計専門の勉強を






2-2  カントー中央直轄市 
 
ベトナム戦争終了後、1976 年 2 月の 3 号政府議定（số 03/NĐ-76）により、それまでのカ
ントー省、ソクチャン（Sóc Trăng）省、カントー中央直轄市が合併してハウザン省となっ
た
80。 同じ頃、 ハウザン省の計画経済委員会が成立し、 統計業務を担当する部門ができた。
この統計部門を担当することになったのが 1975 年 5 月に北部のゲティン（Nghệ Tĩnh）省
統計支局から南部に派遣されたグエン・キム・クック（Nguyễn Kim Cúc）氏である。1976





  1977 年にはハウザン省統計年鑑が初めて発表された。 この時期は社会経済の基礎状況を




の育成については至上課題となっていた。 例えば設立当初の 1976－1977 年時点でハウザン
                                                  
79 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Vĩnh Long［2006, p.82］ 。 
80 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. Cần Thơ［2006, p.20］ 。   
81 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. Cần Thơ［2006, pp.20-21］ 。ハウザン省統計支局には 8 つの部署が
設けられていた。すなわち 1）人事組織室、2）総務室、3）農林業室、4）商業室、5）工業室、6）人口・




（Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. Cần Thơ［2006, pp.19-20］ ） 。クック氏もハーイ氏も本来は南ベトナ
ム共和国臨時革命政府第 9 解放区（Khu IX ;  西南部）の経済［計画］委員会 T3 統計担当部署（原文には
ないが計画統計班と思われる）の長および副長として南部に入った経緯をもつ。彼らは当時のカントー省
に行き、現状調査を進めるとともに初級統計クラスを 2 つ作り、解放区の役所や委員会の人々に指導した
とされる（Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. Cần Thơ［2006, pp.19-20］ ） 。 
82 1991 年 12 月の第 8 期国会第 10 回会議のなかでの 15 号議決（15/NQ-TƯ）により、1994 年 4 月にハウ
ザン省はカントー省とソクチャン省に分裂した（Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. Cần Thơ［2006, 
p.36］ ） 。さらに 2003 年 11 月の第 11 期国会第 4 回会議における 22 号議定（22/2003/QH11）ならびに 2004
年 1 月の 5 号政府議定（05/2004/NĐ-CP）により、カントー省は 2004 年以降カントー中央直轄市と［新］
ハウザン省に分割された（Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. Cần Thơ［2006, p.49］ ） 。 
83 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. Cần Thơ［2006, p.29］ 。他にも中央統計機構への報告業務などもあ
る。現在では月次報告、6 ヵ月報告、9 ヵ月報告、年報告などがある（Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. 
Cần Thơ［2006, p.40  ］ ） 。 
25 
 省の統計業務（省レベル、県レベル含む）に従事していたのは 115 人であったが
84、1976
－1986 年の時期には北部から派遣されていた職員が戻ることとなり、 ホーチミン市で統計





1989 年における省統計局、県統計室の職員数は 42 人、1994 年は 30 人、2003 年は 72 人、
2006 年は 61 人である。また 2006 年に関しては、61 人のうち 25 人が女性で、省統計局の
職員が 29 人、県統計室の職員が 32 人とされる。さらに大学レベルの教育水準を有する者










3  中部における地方統計機構の展開 
 
3-1  ビントゥアン省 
 
ビントゥアン省は南北分断期に南ベトナムに属していた省である。1975 年 4 月 30 日、
総統計局はドアン・アン氏を団長とする視察団を第 6 解放区に派遣し、同年 9 月にその視
察団からグエン・チョン・ビン（Nguyễn Trọng Bình）氏ほか 3 名がビントゥアン省に派遣
された
87。その後トゥアンハイ省（ニントゥアン省、ビントゥアン省、ビントゥイ省が合
併）が成立して 1975 年 12 月にトゥアンハイ省統計支局も設立され、前述のビン氏が副局
長となるなど14名の職員が着任し、 うち6名は大学レベルの高い専門性を身につけていた。
また 1976 年 5 月にはヴォー・スアン・ドゥオン氏（Võ Xuân Đương）が局長として赴任す
                                                  
84 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. Cần Thơ［2006, p.31］ 。 
85 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. Cần Thơ［2006, p.34］ 。 
86 1989 年のデータは Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. Cần Thơ［2006, pp.46］ 、1994 年ならびに 2003
年は Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê TP. Cần Thơ ［2006, p.48］ 、 2006 年は Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê 
TP. Cần Thơ［2006, pp. 60-61］を参照した。 
87 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Bình Thuận［2007, p.14］ 。第 6 解放区とは現在のビントゥアン省
をふくむベトナム南部の北東方面に位置する地域と考えられる。なお注 22 でふれたように、ドアン・ア
ン氏は南ベトナム共和国臨時革命政府で経済財政委員会 R 附属統計小委員会 R の委員長を務めた。 
26 
 県レベルでは計画経済室の中に統計部ができたが、 1977 年 8 月に統計室として独立した
89。 行政村レベルの統計業務は、 1976 年から 1985 年までは合作社が担当することが多く、
またそのほとんどが農業統計であった。1986 年から 1991 年の段階では行政村の変遷が多
く、行政村における統計担当職員が少なくなったとされる
90。 
1992 年になると第 8 期国会第 10 回会議の決定によりトゥアンハイ省はニントゥアン省
とビントゥアン省に分かれ、同年 3 月トゥアンハイ省人民委員会決定 689 号（số 689 
QĐ/UB-TH）により、ビントゥアン省人民委員会附属統計局が設立された
91。省統計局の
内部組織は 1） 人口統計などを扱う総合統計室、 2） 農業統計や工業統計を扱う生産統計室、
3）電算室、4）人事・会計などを扱う行政組織室などに分けられる。各県には統計室が置




また 1992 年から 1995 年までは、ドイモイ改革による統計業務の混乱もあり、統計業務
に関わる職員の不足や専門知識面での不足に加え、経費不足の事態にあった。しかし 1996
年から 2000 年の段階では、 前述のように統計総局が管理する垂直型組織に戻ったことに加








3-2  クアンビン省 
 
クアンビン（Quảng Bình）省は現在ベトナム中部の省であるが南北分断期は北ベトナム
に属し、 ベトナム戦争中は激戦区となった地域である。 1956 年 12 月に人民委員会議定 2155
                                                  
88  以上、統計支局設立時の記述は Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Bình Thuận［2007, p.15］に依拠す
る。なおドゥオン氏は 1981 年 10 月に退職し、ファン・ホー（Phạm Hộ）氏が新たな局長となった（Tổng 
Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Bình Thuận［2007, p.16］ ） 。 
89  原文では計画経済室（Phòng Kinh tế-Kế hoạch）であるが、前述の南ベトナム共和国臨時革命政府の統計
機構を考慮すると、計画経済委員会（Ban Kinh tế-Kế hoạch）に対応するものと思われる（Tổng Cục Thống 
Kê Cục Thống Kê Tỉnh Bình Thuận［2007, p.16］ ） 。 
90 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Bình Thuận［2007, pp.17-18］ 。 
91  ビントゥアン統計局設立ならびにその内部組織については Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Bình 
Thuận［2007, p.18］を参照。局長は引き続きホー氏が務めた。 
92 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Bình Thuận［2007, pp.19 , 21-22］ 。 
93 1992 年から 95 年の記述に関しては Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Bình Thuận ［2007, p.36］ 、 1996
年から 2000 年の記述については Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Bình Thuận［2007, p.43］ 。 
94 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Bình Thuận［2007, p.61］ 。 
27 
 号（số 2155/UB-NĐ）により、ドアン・ティエン・クー（Đoàn Tiến Khứ）氏を長とする省
統計委員会が設立されたが、これがクアンビン省統計局の濫觴である。その後 1957 年 4
月に他の北ベトナムの省と同じくクアンビン省統計委員会は統計支局となった
95。 
県レベル、 行政村レベルの統計組織も 1956 年末から翌年はじめにかけて成立した。 すな





省統計支局には 1957 年まで 5 人の職員がいた。 当時の中央統計局からは 7 人置くように
指示があったものの、知識と経験を持つ職員のもと業務をこなしたとされる
97。1961 年か





調査などが行われ、統計報告は 5 日に 1 回あった。その他、省の有名物産（特にクアンビ
ン省は稲作で有名）に関する生産調査、生活水準調査などである。1960 年 3 月 5 日 0 時に
は人口センサスが実施され、これは労働力を把握する上で第 1 期 5 ヵ年計画の情報として
非常に重要なものとなった
99。また統計総局が設立された 1961 年以降は、農業に関する報
告は 3 日毎、5 日毎、1 週間毎と頻繁に行われるようになった
100。 
こうした激務に耐えうるように職員の数も増え、1961 年には省統計支局に 29 人、その




ベトナム戦争が本格化する 1966 年の以降の省統計局の業務は、 激戦区であったために戦
争被害情報、 合作社情報の収集と報告が主となったが、 他にも 1973年には 1964年から 1973
                                                  
95 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, pp.24-25］ 。統計支局となり、統計委員長であった
クー氏も支局長となった。 
96 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, pp.24-26］ 。なお前述のように県統計室ができる前
は 2 人の統計査察員が統計業務を行っていた（ドンホイ市社（thị xã Đồng Hới）のみ 1 人） 。行政村の統計
班については生活が苦しいため辞めようとする者もでたとされる。 地方末端における管理の難しさが垣間
見られる。 
97 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, p.24］ 。 
98 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, p.27］ 。 
99 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, pp.21-23］ 。合作社調査では合作社参加員の数が調
査された。1958 年には 213 の農業合作社があり（参加世帯率 12.8%） 、うち高級合作社（農業集団化によ
る土地共有などが相当程度進んだ合作社） は 3、 1960 年では 838 の農業合作社があり （参加世帯率 94.3%） 、
うち高級合作社は 293 あったとされる（参加世帯率 48.4%） 。 
100 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, pp.29-30］ 。 
101 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, pp.35-36］ 。 
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階では、省統計支局の職員は 37 人、うち 8 人が大卒レベル、1970 年では省統計支局の職
員は 51 人、そのうち 12 人が経済大学、計画経済大学、ハノイ総合大学など大卒水準の学
歴をもち、18 人は中等教育水準であったとされる。1974 年末～1975 年初頭の段階では省
統計支局、県統計室あわせて 117 人の職員がおり、省統計支局には 82 人、県統計室には
35 人が属していた。117 人のうち 17 人は大卒の学歴で省統計支局に配属され、29 人は中
等教育水準、残りは技術員や雑務、運転手などの職員となっていた








4  北部における地方統計機構の展開 
 
4-1  ハーザン省 
 
北ベトナムに中央統計局が設立されて後、 1957 年 4 月政府決定 142 号によってハーザン
省統計支局は成立し、クアン・ヴァン・ラク（Quản Văn Lạc）氏が局長となった。同年に
は県レベル、1959 年から 1960 年にかけては行政村の統計組織が成立した
106。 




                                                  
102 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, pp.39 , 43-44］ 。ただし戦時下における人口センサ
スの実施はどれほど成果があったかは疑問である。また自転車で 1 週間かけ、ハノイ市で統計業務に関す
る会議が行われたとされる（Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, p.47］ ） 。 
103 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, p.49］参照。 
104 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, p.50］ 。 
105 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Quảng Bình［2005, pp.57 , 105-106］ 。 
106 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Hà Giang［2006, pp.18-21］ 。 
107  調査報告には調査員が仕事を手伝ったことを証明する行政村の証明印が必要とされた（Tổng Cục 
Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Hà Giang［2006, pp.21-23］ 。 
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   興味深いのは、 前述の 1960 年に北ベトナムで行われた人口センサスにおいて組織的な対












4-2  ハノイ中央直轄市 
 
ハノイ中央直轄市統計支局の濫觴は、中央統計局が設立された頃とほぼ同じ 1956 年 3





1945 年以降は戦時下にあったため、 1960 年頃までのハノイ中央直轄市全体において統計










                                                  
108  設立当初の職員数については Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Hà Giang［2006, pp.19-21］ 。 
109 1960 年の北ベトナム人口センサスについては Tổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Hà Giang［2006, 
pp.25-27］ 。1979 年の人口センサスも予定通り調査を行うことができたとされる（Tổng Cục Thống Kê Cục 
Thống Kê Tỉnh Hà Giang［2006, p.86］ ） 。 
110 T ổng Cục Thống Kê Cục Thống Kê Tỉnh Hà Giang［2006, pp.130 , 134］ 。 
111 C ục Thống Kê Thành Phố Hà Nội［2006, p.13］ 。グエン・タイン・チュオン（Nguyễn Thành Chương）氏
を委員長、グエン・ヴァン・リン（Nguyễn Văn Lĩnh）氏を副委員長とした。 
112 C ục Thống Kê Thành Phố Hà Nội［2006, pp.14-15］ 。なお他省と同様 1984 年 3 月以降、ハノイ中央直轄
市統計局と名称が変更となる（Cục Thống Kê Thành Phố Hà Nội［2006, p.35］ ） 。 
113 C ục Thống Kê Thành Phố Hà Nội［2006, pp.14-15］ 。 
114 C ục Thống Kê Thành Phố Hà Nội［2006, pp.25-27］ 。 
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Ⅳ  結び 
 
















局ができる 1956 年であるが、 その時点では貧弱で不安定な組織であったことを考慮すると
1961 年に統計総局が設立され、 地方統計機構が安定した時期が地方統計機構確立期といっ
てよいであろう。 南北統一後、 現在の地方統計機構として完成するのは 1977 年頃になるが、
南部の統計支局は北ベトナムに属していた北部の地方統計機構が移植されてできたもので
あるから、 やはり 1961 年がベトナムにおける地方統計機構の確立期といってよいと思われ
る。 
                                                  
115 C ục Thống Kê Thành Phố Hà Nội［2006, p.37］ 。 
116  職員の教育水準については Cục Thống Kê Thành Phố Hà Nội［2006, p.42］ 。 
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